
   姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱           

                         〔昭和５８年４月１日〕 

                                       

 （目的） 

第１条 この要綱は、６５歳以上の重度障害者にかかる医療費の一部を助成すること

により、当該重度障害者の負担を軽減し、もってその福祉の増進と自立助長を図る

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 高齢者の医療の確保に関する法律の一部負担金額 当該療養に要する費用の額

から高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「法」と

いう。）の規定により後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が負

担すべき額（広域連合の条例、規則等により法に規定する後期高齢者医療給付と

併せて当該療養の給付に準ずる給付を受けることができる場合における当該支給

又は給付を含む。）を控除した額をいう。 

(2) 保険医療機関等 健康保険法(大正１１年法律第７０号)第６３条第３項に規定

する保険医療機関及び保険薬局並びにこれら以外の病院、診療所又は薬局その他

の者をいう。 

(3) 低所得者 その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が法の規定による療

養、保険外併用療養費に係る療養（以下「療養」という。）を受けた月の属する

年度（療養を受けた月が４月から６月までの間にあっては、前年度。以下同じ。

）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法第

３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課されていない者（市町村の

条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとする。）

であり、かつ、その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が療養を受けた月の

属する年の前年（療養を受けた月が１月から６月までの場合にあっては、前々年

とする。）中の公的年金等の収入金額（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第



３５条第２項第１号に規定する公的年金等の収入金額をいう。）及び療養を受け

た月の属する年の前年の合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規

定する合計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる額を除いた額を

いい、その額が０を下回る場合には、０とする。）の合計額が８０万円以下であ

る者をいう。 

 （助成の対象者） 

第３条 この事業の助成の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる

要件を具えている者とする。 

 (1) 市内に住所を有する６５歳以上の者であること。 

 (2) 次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定

める障害の程度が１級又は２級に該当する者 

イ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所、

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者

更生相談所若しくは精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第６条に規定する精神保健福祉センタ－の長又は医療法（昭和

２３年法律第２０５号）第１条の５に規定する病院若しくは診療所において、

主として精神科若しくは神経科を担当する医師により重度知的障害者（児）と

判定された者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５

号）第６条に定める障害の程度が１級に該当し、精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

（以下「高齢重度精神障害者」という。） 

 (3) その者及びその者の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻と同様の

事情にある者を含む。）並びにその者の民法（明治２９年法律第８９号）第８７

７条第１項に定める扶養義務者で当該その者の生計を維持する者について療養を

受けた月の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第

１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く



。）の額（同法第３１４条の７並びに同法附則第５条の４第６項及び第５条の４

の２第６項（同条第９項の規定により適用する場合を含む。）の規定による控除

をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。）の合計額が２

３万５千円未満であること。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、同項第１号及び第２号に掲げる要件を満たす

者で、姫路市福祉医療費助成条例施行規則（昭和４８年姫路市規則第３８号。以下

「規則」という。）第１１条第１項に規定する理由があると認めたものを、当該理

由が発生した日の属する月の初日から６か月を超えない日までを限度として、対象

者とすることができる。 

３ 前項の認定を受けようとする者は、高齢重度障害者医療費認定申請書に当該理由

に該当したことを明らかにすることができる書類を添えて市長に申請しなければな

らない。 

 （高齢重度障害者医療費の助成） 

第３条の２ 市は、対象者の疾病（高齢重度精神障害者にあっては、精神疾患による

疾病を除く。）又は負傷について、法以外の法令、条例、規則又は規程等の規定に

より国、地方公共団体（保険者たる国及び地方公共団体を除く。）又は独立行政法

人の負担による医療に関する給付が行われた場合を除き、法の規定による療養の

給付若しくは保険外併用療養費の支給又はこれらに代えて療養費の支給が行われ

た場合において、高齢者の医療の確保に関する法律の一部負担金額から次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額を控除した額を高齢重度障害者医療費

として助成する。 

 (1) 入院以外の療養(同一の月に同一の保険医療機関等において行う３日目以降の

療養を除く。)の場合 保険医療機関等ごとに１日につき６００円（低所得者で

あるときは、４００円） 

 (2) 入院療養(入院療養をした日の属する月が４月以上連続した場合の４月目以降

の入院療養を除く。)の場合 入院療養につき次のアからウまでに掲げる額に１

００分の１０を乗じて得た額。ただし、同一の月に同一の保険医療機関等におい

て行う入院療養については、２，４００円（低所得者であるときは、１，６００



円）を限度とする。 

  ア 法第７１条第１項の療養の給付に要する費用の額の算定に関する基準により

算定した額 

  イ 法第７６条第１項に掲げる療養を受けた場合にあっては、当該療養（食事療

養及び生活療養を除く。）につき法第７１条第１項に規定する療養の給付に要

する費用の額の算定に関する基準を勘案して厚生労働大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、

当該現に療養に要した費用の額） 

  ウ 法第７７条に規定する療養費の支給を受けた場合にあっては、当該療養（食

事療養及び生活療養を除く。）に要する費用の額 

２ 前項各号に定める額（以下「高齢重度障害者医療費に係る一部負担金額」という

。）は、高齢者の医療の確保に関する法律の一部負担金額を超えることができない

。 

３ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関等にあっては、第１

項各号の適用については、それぞれ別の保険医療機関等とみなすものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長は、規則第１０条第１項各号に掲げる事由に該

当することにより、高齢重度障害者医療費に係る一部負担金額を負担することが困

難であると認められる者に対し、高齢者の医療の確保に関する法律の一部負担金額

に相当する額を高齢重度障害者医療費として支給することができる。 

 （助成の申請及び認定） 

第４条 高齢重度障害者医療費の助成を受けようとする者は、高齢重度障害者医療費

認定申請書を市長に提出し、対象者としての認定を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書が提出された場合は、申請書にかかる事項を審査し、対象

者に高齢重度障害者医療費助成認定（却下）通知書を交付する。 

 （支給時期） 

第５条 市長は、高齢重度障害者医療費を支給するにあたり、高齢者の医療の確保に

関する法律の一部負担金額及び高齢重度障害者医療費に係る一部負担金額を診療報

酬明細書等により確認のうえ、高齢重度障害者医療費を次の各号に掲げる区分に従



い当該各号に定める時期に当該対象者の指定する金融機関の預金口座に振り込むも

のとする。 

 (1) １１月から翌年１月までの診療に係る分 ６月 

 (2) ２月から４月までの診療に係る分 ９月 

 (3) ５月から７月までの診療に係る分 １２月 

 (4) ８月から１０月までの診療に係る分 翌年３月 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、緊急に助成をする必要を認めたときは、対象

者に高齢者の医療の確保に関する法律の一部負担金額を支払った旨が確認できる書

類を添付した高齢重度障害者医療費助成申請書を提出させ、審査のうえ高齢重度障

害者医療費を当該対象者に支給することができる。 

 （支給方法の特例） 

第５条の２ 対象者が、兵庫県内の健康保険法第６３条第３項第１号に規定する保険

医療機関及び保険薬局並びに同項第２号及び第３号に規定する病院、診療所又は

薬局その他の者（以下「県内保険医療機関等」という。）で療養を受けた場合には、

市長は、高齢重度障害者医療費として当該療養を受けた者に支給すべき額の限度

において、当該対象者が当該療養に関し当該県内保険医療機関等に支払うべき費

用を、当該対象者に代わり、当該県内保険医療機関等に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当該療養を受けた者に対し、高齢重度障

害者医療費の支給があったものとみなす。 

 （返還） 

第６条 市長は偽りその他不正な行為によって、高齢重度障害者医療費の支給を受け

た者があるときは、その者から当該高齢重度障害者医療費の全部又は一部を返還さ

せるものとする。 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、高齢重度障害者医療費の助成に関し、必要な

事項は別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和５８年４月１日から施行し、昭和５８年２月１日以後に受けた



診療について適用する。 

２ 第５条の規定にかかわらず、昭和５８年２月及び３月診療分に係る特別医療費の

支給時期は、昭和５８年７月とする。 

３ 平成４年１月１日から平成５年３月３１日までの間に限り、第２条中「同法第２

８条の規定による一部負担金に相当する額」とあるのは、「同法第２８条及び老人

保健法等の一部を改正する法律（平成３年法律第８９号）附則第５条の規定による

一部負担金に相当する額」とする。 

 （４町の編入に伴う経過措置） 

４ 家島町及び安富町の編入の日前に旧家島町高齢重度心身障害者特別医療費助成事

業実施要綱（昭和５８年家島町告示第１８号）及び旧安富町高齢重度障害者医療費

助成事業実施要綱（平成１７年７月１日制定）の規定によりなされた申請、認定そ

の他の行為は、この要綱の相当規定によりなされた申請、認定その他の行為とみな

す。 

５ 夢前町の編入の日前に旧夢前町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱（平成１

７年７月１日制定。以下「旧夢前町要綱」という。）第５条第２項の規定によりな

された申請は、第４条第１項の規定によりなされた申請とみなす。 

６ 夢前町の編入の際現に旧夢前町要綱第５条第１項の規定により高齢重度障害者医

療費受給者証の交付を受けている者は、第４条第１項の規定により対象者としての

認定を受けた者とみなす。 

７ 香寺町の編入の際現に旧香寺町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱（平成１

７年香寺町告示５２号）の規定により助成の対象とされている者は、第４条第１項

の規定により対象者としての認定を受けた者とみなす。 

 （市町村民税の額の算定の特例） 

８ 当分の間、第３条第１項第３号の規定の適用については、これらの規定中「地方

税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法

第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）の額」とあるのは、「地方税法の

規定による市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（地方税法等

の一部を改正する法律（平成２２年法律第４号）による改正前の地方税法第３１４



条の２第１項第１１号を適用して計算し、地方税法第３２８条の規定によって課す

る所得割を除く。）の額」とする。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５８年９月１日（以下「施行日」という。）から施行し、施行日

以後に、この要綱による改正後の姫路市高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施

要綱第５条の規定による支給時期が到来する特別医療費の支給から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６３年７月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成３年１２月１０日から施行する。ただし、附則に１項を加える

規定及び、様式第３号の改正規定は、平成４年１月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱

附則第３項の規定は、平成４年１月１日以後に受けた疾病又は負傷に係る医療に対

する特別医療費の助成について適用し、同日前に受けた疾病又は負傷に係る医療に

対する特別医療費の助成については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成４年６月１８日から施行する。ただし、第３条の改正規定は、

平成４年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱

（以下「新要綱」という。）第３条の規定は、平成４年７月１日以後に受けた疾病

又は負傷に係る医療に対する特別医療費の助成について適用し、同日前に受けた疾

病又は負傷に係る医療に対する特別医療費の助成については、なお従前の例によ  

る。 

３ 新要綱第５条の規定は、平成３年１２月以後の診療に係る特別医療費の支給につ

いて適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年７月１４日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１３年１月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱

第２条の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた医療に対する特別医療費の助

成について適用し、同日前に行われた医療に対する特別医療費の助成については、

なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成１７年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱

の規定は、この要綱の施行の日以後に行われる医療又は療養に係る高齢重度障害者

医療費の助成について適用し、同日前に行われる医療に対する特別医療費の助成に

ついては、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年３月２７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年１１月２８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱（以下「

新要綱」という。）の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に行われる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成について適用し、同日前に行わ

れる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成については、なお従前の例による。 

３ 施行日から平成２３年６月３０日までの間に法の規定による療養を受けた場合に

おいて、新要綱第３条第１項第３号に掲げる場合に該当せず、かつ、この要綱によ

る改正前の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱第３条第１項第３号及び



第４号に掲げる場合に該当するときは、新要綱第３条第１項第３号の規定にかかわ

らず、助成対象者とする。この場合において、同要綱第３条の２第１項第１号中「

６００円」とあるのは「９００円」と、同項第２号中「２，４００円」とあるのは

「３，６００円」と読み替えるものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年１０月１３日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は

、平成２０年４月１日以降に行われた療養に係る高齢重度障害者医療費の助成につ

いて適用する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２２年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は

、この要綱の施行の日以後に行われる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成につ

いて適用し、同日前に行われる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成については

、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱第３条第

１項第３号の規定は、平成２４年７月１日以後に行われる療養に係る高齢重度障

害者医療費の助成について適用し、同日前に行われる療養に係る高齢重度障害者

医療費の助成については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は

、この要綱の施行の日以後に行われる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成につ

いて適用し、同日前に行われる療養に係る高齢重度障害者医療費の助成については

、なお従前の例による。 


